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1 はじめに
デジタル技術の革新により，私たちの個人情報の利用
は多様化している．そのため，個人情報保護法は 3 年
おきに見直しが行われており，2022 年 4 月より令和二
年度改正個人情報保護法 [1]が施行された．個人情報を
取扱う事業者は，プライバシーポリシーによって利用者
にどのような個人情報を何の目的で取得しているかを通
知・公表しなくてはならない．しかし，度重なる法改正
により事業者のプライバシーポリシーの改定が追いつい
ていないことが多い．加えて，専門用語が含まれる難解
な表現により，生活者の理解が困難になってきている．
そこで本研究では，国内の主要な事業者が公表するプ
ライバシーポリシーを対象として，個人情報保護法改正
で重要性が増した 6項目，1）個人データの開示方法，2）
削除請求権，3）仮名加工情報，4）越境移転，5）安全管
理措置，6）個人関連情報について，記載の適切さを評
価する．まず，研究対象とする事業者のプライバシーポ
リシーを人間が精読し，各項目がどの程度明示されてい
るかを判定する．さらに同じ文書を ChatGPT[2]で判断
し，人間の評価との差異や傾向を比較検討し，自動評価
の有用性を検証する．

2 個人情報保護法
2.1 概要

日本の個人情報保護規定は，個人情報の保護に関する
法律 [3]で定められている．個人情報の適正な取扱いを
確保するための法律であり，社会のデジタル化に伴い
改正が進んでいる．令和二年度の改正では，漏えい等報
告・本人通知の義務化，外国にある第三者への提供，保
有個人データの開示方法，個人データの利用の停止・消
去等の請求，公表等事項の充実，不適正利用の禁止，個
人関連情報，仮名加工情報が変更や追加された．
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2.2 越境移転

事業者が外国にある第三者へ個人データを提供するに
は，次の条件を満たさなければならない．（1）移転先の
所在国の名称，当該国における個人情報の保護に関する
制度，移転先が講ずる個人情報の保護のための措置の情
報を提供し，本人の同意を得る．（2）基準に適合する体
制を整備した事業者が必要な措置をとり，本人の求めに
応じて必要な措置等に関する情報を提供する．（3）提供
先が日本と同等の水準国である EU，英国の場合である
こと．

2.3 個人データの開示請求

事業者は，保有個人データ及び第三者提供記録に対し
ての開示請求について，定められた必要事項を HP等で
公表し，請求を受けた場合は一部の例外を除いて応じる
必要がある．この開示方法は，書面や電磁的記録での提
供を含め，原則，本人が指示することができる．

2.4 削除請求権

本人が個人データの利用停止及び削除を事業者へ請求
することができるのは，次の場合である．（1）目的外利
用されている場合．（2）不正に取得されたものである場
合．（3）第三者提供義務に違反している場合．（4）利用
する必要がなくなった場合．（5）個人情報保護委員会へ
の報告義務のある重大な漏洩等が発生した場合．（6）本
人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場合．

2.5 安全管理措置

安全管理のために講じた措置は，公表により支障を及
ぼすおそれがあるものを除き，公表しなければならない．

2.6 個人関連情報

個人関連情報とは，個人に関する情報であり，個人情
報，仮名加工情報及び匿名加工情報のいずれにも該当し
ないものである．個人関連情報を第三者に提供すること
で提供先が個人データとして取得することが想定される



時には，本人の同意が必要となる．個人関連情報には，
クッキーや IPアドレス，端末固有の識別子，購買履歴，
閲覧履歴，位置情報等が含まれる．

2.7 仮名加工情報

仮名加工情報とは，他の情報と照合しない限り特定の
個人を識別できないように加工された情報である．仮名
加工情報は第三者へ提供してはならない．

3 手動プライバシーポリシー調査
3.1 手動による調査の方法

プライバシーポリシー調査の対象とする事業者は，東
洋経済 Online の「消費者の好感度が高い企業 300 社ラ
ンキング」[4] の内，プライバシーポリシーを公表して
いた 99社を選定した．選定した事業者を 17の業種に分
け，6項目（越境移転，個人データの開示方法，削除請
求権，安全管理措置，個人関連情報，仮名加工情報）に
ついて適切な記載があるかを，〇・△・×の 3段階で調
査した．評価者は個人情報に関して専門的な知識を持た
ない学生（著者）である．

3.2 手動による調査の評価基準

6つの調査項目について，プライバシーポリシーを〇・
△・×の 3つの記号で評価する．調査項目ごとにプライ
バシーポリシー内での記載のされ方は異なるため，表 1

に示した基準に基づいて判断を行った．

3.3 手動による調査の結果

手動による評価の結果を表 2に示す．
個別事例として，ある食品企業のプライバシーポリ
シーでは越境移転について「共同利用させていただく予
定はございません」と明示されていた．仮名加工情報・
越境移転は実施していない場合には記載義務のない事項
だが，このように実施しない旨を明記する姿勢は，利用
者に対する情報提供の観点から誠実な対応であると評価
できる．

4 AIプライバシーポリシー調査
4.1 AIによる調査の方法

ChatGPTを用いた自動調査について，対象企業及び対
象項目は手動調査と同一とする．

GPT には『「利用停止・消去等の請求権」「保有個人
データの開示方法」「仮名加工情報」「公表等事項の充実」

図 1 項目別評価ずれ事業者数
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「越境移転」「個人関連情報」について、以下のプライバ
シーポリシーについて評価を行ってください。十分に記
載があれば〇、記載はあるが不十分であれば△、記載が
なければ×として評価してください。』というプロンプ
トを与える．

4.2 AIによる調査の結果

AIによる評価の結果を表 3に示す．

4.3 AI評価の精度

手動と AIによる評価を比較し，手動評価を正解とし
たときの AIの精度を，表 4と図 1に示す．評価の一致・
不一致には項目ごとに差があった．6項目すべてにおい
て評価が完全に一致した事業者は 3社であり，多くの事
業者では少なくとも 1項目以上で評価の差異が生じてい
る．一致数が最も多かったのは仮名加工情報で 86 社，
最も少なかった個人関連情報は 40社であった．
手動評価と AI 評価に差が見られた原因のひとつは，

〇と△の境界について，手動評価では一定の基準を設け
て判断していたのに対し，AI には「十分に記載があれ
ば〇」という抽象的な指示のみを与えていたためと考
える．
次に，仮名加工情報については当該情報を利用してい

ない場合には記載義務がないため記載のない事業者が多
く，人間・AI ともに同様の判断に至り，一致率が高く
なったと考えられる．
また，利用停止および開示請求については，いずれも

消費者から事業者への問い合わせ手続を伴う項目である
ため，プライバシーポリシー内の同一箇所に両項目を一
体として記載されている場合が多かった．ゆえに AI評
価では両項目を区別できず，判断が一致しない事業者が



表 1 評価の定義

〇 △ ×

利用停止・
開示請求

請求のための具体的な手続き方法が明示されている
（届出先の住所や連絡先，消費者が提出すべき
情報や書式，ウェブ上の問い合わせフォームの

案内等が記載されている）

記載はあるが
不十分である

記載なし

仮名加工情報 仮名加工情報を取り扱う旨の記載があり，どのような
方法で加工が行われるかについて説明がなされている

記載はあるが
不十分である

記載なし

安全管理措置
実施している措置を複数の観点（例：組織的，
人的，物理的，技術的措置など）に分類し，
それぞれについて説明がなされている

記載はあるが
不十分である

記載なし

越境移転
個人データの移転先となる国名や地域名が
具体的に示され，移転先における

個人情報保護措置について言及されている

記載はあるが
不十分である

記載なし

個人関連情報 Cookieの利用目的に加え，利用者が Cookieの使用を
拒否または制御する方法まで記載されている

記載はあるが
不十分である

記載なし

AIへの指示 十分な記載がある 記載はあるが
不十分である

記載なし

表 2 手動による評価結果

利用停止 開示請求 仮名加工情報 安全管理措置 越境移転 個人関連情報
業種 合計 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ ×

百貨店・小売り 7 5 2 0 5 2 0 1 0 6 5 2 0 1 2 4 3 2 2

自動車 3 1 2 0 1 2 0 3 0 0 0 3 0 1 2 0 2 1 0
食品 39 23 16 0 23 16 0 4 3 32 23 16 0 8 11 20 25 9 5

衣料・生活用品 5 3 2 0 2 3 0 0 1 4 4 1 0 2 1 2 3 1 1
住宅設備 2 1 1 0 2 0 0 0 0 2 1 1 0 0 0 2 2 0 0

ゲーム 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 1 0 0

電気・精密機器 13 10 3 0 10 3 0 1 1 11 7 6 0 3 5 5 10 0 3
重・軽工業 3 1 2 0 1 2 0 0 0 3 2 1 0 0 2 1 2 1 0
運輸 3 3 0 0 3 0 0 1 0 2 2 1 0 1 0 2 0 1 2

スポーツ用品 5 2 2 1 2 2 1 0 1 4 4 1 0 3 0 2 4 1 0

情報通信 5 2 3 0 2 3 0 0 2 3 4 1 0 4 0 1 4 0 1
航空 2 2 0 0 2 0 0 0 0 2 2 0 0 0 2 0 1 1 0

化粧品 5 4 1 0 4 1 0 1 1 3 4 1 0 2 1 2 3 1 1
ハウスメーカー 1 0 1 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 1

テーマパーク 2 2 0 0 2 0 0 0 0 2 1 1 0 0 2 0 1 0 1

医薬品 2 1 1 0 1 1 0 0 0 2 1 1 0 0 1 1 2 0 0

通信販売 1 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0



表 3 AIによる評価結果

利用停止 開示請求 仮名加工情報 安全管理措置 越境移転 個人関連情報
業種 合計 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ × 〇 △ ×

百貨店・小売り 7 6 1 0 6 1 0 1 0 6 5 2 0 2 2 3 1 4 2

自動車 3 3 0 0 1 2 0 3 0 0 3 0 0 2 1 0 1 1 1
食品 39 38 1 0 25 13 1 7 0 32 31 8 0 12 12 15 9 25 5

衣料・生活用品 5 4 1 0 2 2 1 1 0 4 3 2 0 1 3 1 1 4 0
住宅設備 2 2 0 0 2 0 0 0 0 2 2 0 0 1 1 0 1 1 0

ゲーム 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0

電気・精密機器 13 13 0 0 12 1 0 2 1 10 10 3 0 7 5 1 2 2 9
重・軽工業 3 3 0 0 1 2 0 0 0 3 1 2 0 2 0 1 0 2 1
運輸 3 3 0 0 3 0 0 2 0 1 3 0 0 1 1 1 1 2 0

スポーツ用品 5 5 0 0 2 3 0 1 2 2 4 1 0 4 0 1 2 3 0

情報通信 5 4 1 0 2 3 0 0 1 4 4 1 0 4 1 0 1 4 0
航空 2 2 0 0 2 0 0 0 1 1 2 0 0 2 0 0 1 1 0

化粧品 5 5 0 0 3 2 0 2 0 3 4 1 0 3 1 1 2 1 2
ハウスメーカー 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 1 0 0

テーマパーク 2 1 1 0 1 1 0 0 0 2 1 1 0 1 1 0 1 0 1

医薬品 2 2 0 0 2 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 2 0 2 0

通信販売 1 1 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0

表 4 項目別評価ずれ事業者数

評価項目 一致 不一致 一致率 (%)

利用停止 65 34 65.6

開示請求 81 18 81.8

仮名加工情報 86 13 86.9

安全管理措置 60 39 60.6

越境移転 58 41 58.6

個人関連情報 40 59 40.4

30社存在した．

5 おわりに
本研究では．事業者のプライバシーポリシーの記載が
適切かを 6 項目に渡って調査した．人による判断と AI

による判断を行い，不一致となった理由について考察し
た．これらの結果に基づき，プライバシーポリシーの記
述が適切であるか自動的に判定するシステムの提案を今
後の課題とする．
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